
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































米国における先行研究としては，Ernest Gellhorn, Adverse Publicity By
Administrative Agencies, 86 HARV. L. REV. 1380 (1973) を参照のこと。
(37) 行政による公表と高度情報社会との関係については，青山武憲「カイ
ワレ大根訴訟と高度情報社会」法令ニュース37巻３号 (2002) 25頁，ま
(桃山法学 第15号 ’10)382
た，行政によるホームページ上の公表との関係については，吉田・前掲
注(20)206～207頁のそれぞれを参照のこと。
(38) 前掲注(19)で挙げた裁判例以外にも制裁的公表の違法性判断の考慮要
素を考える上で参考となると思われるものとしては，川神・前掲注(４)
18～17頁は, ｢国家賠償法上の違法性に関する一般的判断基準によれば，
その公表が，当該事案における諸般の事情の下で，職務上通常尽くすべ
き注意義務を尽くすことなく，不必要又は不相当に他人の名誉・信用や
経済的利益を侵害したといえるかによって判断されるべきものである｡｣
とする。また，情報提供を目的とした公表を問題とした文脈において述
べられたものであるが，阿部・前掲注(17)「判批」117頁は，行政によ
る公表の違法性判断につき,「行政処分の場合と同様に，その目的，時
期，方法，被害者と加害者の利害調整などの論点を合理的に処理したか
どうかが基準となるべきものである」とする。消費者事故情報公表の法
的論点に関する研究会「消費者事故情報公表の法的論点の整理」(平成
21年９月28日) ９頁は,「公表の必要性，公表方法・態様の相当性，公
表内容の正確性などを欠く場合には賠償責任を負うと判断される可能性
があるものと考えられる。具体的には，公表によって得られる利益（公
益）と公表によって失われる利益（私益）との比較衡量や，公表の目的
を達成するために不要な情報を公表していないか等の観点から判断され
ることとなると考えられる｡」とする。関哲夫『新訂 自治体紛争の予防
と解決』(勁草書房，1986) 175頁は,「今後，①行政機関の種別，②広
報を行なうについての法令上の根拠の有無，③広報の内容 (とくに警告
的機能を有するものかどうか)，④広報を行うべき必要性，緊急性の程
度 (とくに広報をしなかった場合に住民の受ける危険・被害の可能性と
の比較で)，⑤相手方の地位，等の各要素の相関関係において，如何な
る点まで免責されるかの具体的基準の定立に向けて，判例の集積が期待
される｡」とする。森淳子「判批」ひろば57巻５号 (2004) 76頁は,「①
公表内容の合理性，②公表行為の目的，③公表によって得られる利益な
いし公表の必要性，④公表によって予想される利益侵害の内容，⑤公表
方法の相当性などが考慮の対象となると解される｡」とした上で，同78
頁は,「公務員が職務としてした公表行為に関する違法性判断において
は，それが公益を図る目的でされたものであり，公表された内容に誤り
がない場合には，公表方法が甚だしく不当でない限り……，職務上の法
的義務を違反とならないと解される｡」とする。
地方公共団体が，地下水の塩素イオン濃度が急激に上昇したのは…… 383
